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人口・世帯推移
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１ 人口と世帯数の推移（全国・京都府）

・人口は、全国では2010（H22）年、京都府では2005（H17）年をピークに減少傾向にある

・世帯数は、全国及び京都府ともに増加傾向にある

資料：国勢調査

●委員御意見：人口・世帯の推移に関して、府内各地域の特性をより把握しやすくするために、
全国と京都府の比較資料がほしい。

実績値 推計値



2 一世帯あたり人員（全国・京都府）

・一世帯あたりの人員は、全国及び京都府ともに減少傾向にある

資料：国勢調査

●委員御意見：人口・世帯の推移に関して、府内各地域の特性をより把握しやすくするために、
全国と京都府の比較資料がほしい。
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3 人口と世帯数の増加率（全国・京都府）

・人口増加率は、全国及び京都府ともに2010年以降、マイナス（減少）となっている

・世帯数の増加利率は、全国及び京都府ともに2015年以降、増加率が上がっている

資料：国勢調査

●委員御意見：人口・世帯の推移に関して、府内各地域の特性をより把握しやすくするために、
全国と京都府の比較資料がほしい。

0.6%
0.1%

-0.4%
-1.0%

-1.2%

6.2%

5.1%

4.0%

2.7%
3.3%

1.1%
0.7%

0.2%

-0.8% -0.7%

6.7%

5.3%
4.8%

2.9%

4.5%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

1995年→2000年 2000年→2005年 2005年→2010年 2010年→2015年 2015年→2020年

人口と世帯数の増加率（全国・京都府）

京都府 人口の増加率 京都府 世帯数の増加率 全国 人口の増加率 全国 世帯数の増加率



北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神
奈
川
県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和
歌
山
県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿
児
島
県

沖

縄

県

転
入
数

1
,0
85

190

136

379

116 89

221

515

280

311

1,129

1
,3
51

5,953
2
,2
05

291

416

731

844

175

558

644

980

2
,8
74

1,044

4
,8
32

47
,5
31

13,082
5,159
2
,2
04

693

375

381

958

1
,2
35

430

355

470

543

319

1
,5
72

182

388

414

316
311

483

574

転
出
数

8
68

2
30

1
04

3
18 50 94

1
26

5
22

2
55

2
44

1,410

1,600

7,723
2,992

3
01

3
31

4
80

6
68

1
62

6
87

4
59

8
97

2,682

810

6,201
47
,5
31

17,193
5,164

2,083

4
93

2
49

2
61

6
92

9
72

3
24

2
46

375

3
56

2
14

1,289

1
26

3
91

3
58

2
89

2
79

4
63

5
23

差
分 217

-40 32 61 66 -5 95 -7 25 67

-281

-249

-1,770
-787

-10 85

251

176 13

-129

185 83

192

234

-1,369 0

-4,111 -5

121

200

126

120

266

263

106

109 95

187

105

283 56 -3 56 27 32 20 51
4 転出転入の状況

・京都府内での転入・転出（府内の市町村間の移動）が最も多い

・転出先は、大阪府が最も多く、次いで東京都、滋賀県の順となっている

・転入元は、大阪府が最も多く、次いで東京都、兵庫県の順となっている

資料：住民基本台帳人口移動報告、京都府統計書（令和5年）

●委員御意見：転出超過の状況について、転出先として多い自治体等の傾向を示してほしい。
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5 転出転入の状況

・転出先は、大阪府が最も多く、次いで東京都、滋賀県の順となっている

・転入元は、大阪府が最も多く、次いで東京都、兵庫県の順となっている

資料：住民基本台帳人口移動報告、京都府統計書（令和5年）

●委員御意見：転出超過の状況について、転出先として多い自治体等の傾向を示してほしい。
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高齢化社会への対応
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（万世帯） 単独高齢世帯の推移（推計含む）（京都府）

京都府 65歳以上 京都府 うち75歳以上 京都府 うち85歳以上

6 単独高齢世帯の推移（全国・京都府）

・単独高齢世帯（65歳、うち75歳以上）は、全国及び京都府ともに増加傾向にある

・単独高齢世帯（うち85歳以上）は、全国及び京都府ともに2040（R22）年がピークである

資料：国勢調査、日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）令和6（2024）年推計（国立社会保障・人口問題研究所）

●委員御意見：単独高齢者数のデータがほしい。

実績値 推計値
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7 単独高齢世帯の推移（京都府・地域別）

・全地域で単独高齢世帯（65歳、うち75歳以上、うち85歳以上）は増加傾向にある

・単独高齢世帯(65歳､うち75歳以上､うち85歳以上)の増加率は､京都・乙訓地域が最も多い

資料：国勢調査

●委員御意見：単独高齢者数のデータがほしい。

2010
（H22）

2015
（H27）

2020
（R02）



9.9%

11.9%
12.9%

15.5%
16.6%

18.2%

20.3%
21.6%

22.4%

5.5%
6.4%

7.5%

10.3%
11.2% 11.4%

12.0%
13.0%

14.9%

1.4%
2.0%

2.7%
3.8%

4.7%
6.0% 6.2% 5.9% 6.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2025

（R7）

2030

（R12）

2035

（R17）

2040

（R22）

2045

（R27）

2050

（R32）

全世帯に占める単独高齢世帯の割合の推移（京都府・全国）

京都府 65歳以上 京都府 うち75歳以上 京都府 うち85歳以上

全国 65歳以上 全国 うち75歳以上 全国 うち85歳以上

8 全世帯に占める単独高齢世帯の割合の推移

・全世帯に占める単独高齢世帯（すべて）の割合は、増加傾向にある

・うち85歳以上の単独高齢世帯の割合は､2035(R17)年以降は横ばいになると推計されている

資料：国勢調査、日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）令和6（2024）年推計（国立社会保障・人口問題研究所）

●委員御意見：単独高齢者数のデータがほしい。

実績値 推計値



住宅セーフティネットへの対応



9 人口総数に占める外国人居住者の割合の推移

・京都府全体では、2010（H22）年以降、増加傾向にある

・各地域ともに近年は増加傾向にあり、京都・乙訓地域が最も割合が高い

資料：京都府統計書

●委員御意見：人口推移における外国人の割合に関するデータがほしい。
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2020（R2）
全国平均 1.9％



10  【参考】国籍別外国人労働者の割合（京都府）

外国人労働者の国籍別では、ベトナムが8,863人（25.5％）と最も多く、次いで中国（香港
等を含む）6,519人（18.7％）、ネパール2,870人（8.3％）の順となっている

資料：京都労働局報道発表資料（令和７年１月３１日）

●委員御意見：人口推移における外国人の割合に関するデータがほしい。

令和６年１０月末時点


